
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 22日

上   場   会   社   名       アイホン株式会社 上場取引所  東・名  第一部

コード番号       6718 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役管理本部長  愛知県

　　　　　　    氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　青    木    弘    雄 TEL (052) 682 - 6191
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 22日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）百万円未満切捨

　　　売　　上　　高 　　  営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 24,512 △ 1.6 3,126 △ 3.6 3,023 △ 5.5

11年 3月期 24,899 △ 3.7 3,241 △ 18.5 3,198 △ 13.2

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 1,702 △ 0.9 82.67 - 6.0 9.1 12.3

11年 3月期 1,717 △ 14.2 83.42 - 6.4 10.1 12.8

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    20,592,000 株          11年 3月期    20,592,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 15.00 5.00 10.00 308 18.1 1.1

11年 3月期 15.00 5.00 10.00 308 18.0 1.1

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　5 円 00 銭 、　特別配当    -  円  -  銭

(3)財政状態
      　　総  資  産        株  主  資　本         株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 34,362 29,222 85.0 1,419.14

11年 3月期 32,134 27,440 85.4 1,332.57

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    20,592,000　株　　　11年 3月期    20,592,000株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 11,300 990 570 7.50 － －

通　　期 25,500 3,300 1,890 － 7.50 15.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           91 円  78 銭
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1 1 . 個別財務諸表等 

( 1 )  貸借対照表 
(単位 百万円) 

当    期 前    期 

(平成12年３月31日現在) (平成11年３月31日現在)  

増 減 額 

(△印減) 
期    別   

  科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

〔 資 産 の 部 〕  %  %  

流 動 資 産 23,559 68.6 21,973 68.4 1,585 

現 金 及 び 預 金 8,730  7,904  826 

受 取 手 形 4,756  4,562  194 

売 掛 金 4,084  3,932  152 

有 価 証 券 2,230  2,087  143 

自 己 株 式 0  0  0 

製 品 1,518  1,736  △  218 

原 材 料 1,178  1,005  173 

仕 掛 品 731  762  △   30 

前 渡 金 ―  0  △    0 

前 払 費 用 35  22  13 

繰 延 税 金 資 産 295  ―  295 

そ の 他 の 流 動 資 産 44  21  23 

貸 倒 引 当 金 △   48  △   59  11 

      

固 定 資 産 10,803 31.4 10,160 31.6 642 

（ 有 形 固 定 資 産 ） (  6,626) ( 19.3) ( 6,929) ( 21.6) (△  302) 

建 物 2,185  2,354  △  169 

構 築 物 21  24  △    3 

機 械 及 び 装 置 169  203  △   33 

車 両 運 搬 具 9  4  4 

工 具 器 具 備 品 428  547  △  118 

土 地 3,793  3,793  ― 

建 設 仮 勘 定 17  ―  17 

（ 無 形 固 定 資 産 ） (     85) (  0.2) (     50) (  0.1) (     35) 

商 標 権 ―  27  △   27 

電 話 加 入 権 23  23  0 

ソ フ ト ウ エ ア 62  ―  62 

（投資その他の資産） (  4,091) ( 11.9) (  3,181) (  9.9) (    910) 

投 資 有 価 証 券 2,320  1,792  528 

関 係 会 社 株 式 613  449  164 

破 産 ・ 更 生 債 権 等 90  74  15 

長 期 前 払 費 用 8  68  △   60 

敷 金 及 び 保 証 金 209  215  △    6 

繰 延 税 金 資 産 289  ―  289 

そ の 他 の 投 資 等 611  619  △    8 

貸 倒 引 当 金 △   51  △   40  △   11 

      

資 産 合 計 34,362 100.0 32,134 100.0 2,228 
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(単位 百万円) 

当    期 前    期 

(平成12年３月31日現在) (平成11年３月31日現在)  

増 減 額 

(△印減) 
期    別   

  科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

〔 負 債 の 部 〕  %  %  

流 動 負 債 3,870 11.3 3,509 10.9 361 

買 掛 金 786  606  179 

未 払 金 697  583  113 

未 払 法 人 税 等 1,210  1,332  △  122 

未 払 消 費 税 等 123  119  3 

未 払 費 用 184  178  5 

前 受 金 1  2  △    1 

預 り 金 25  26  △    1 

賞 与 引 当 金 821  636  184 

そ の 他 の 流 動 負 債 22  22  △    0 

      

固 定 負 債 1,269 3.7 1,185 3.7 83 

退 職 給 与 引 当 金 429  405  23 

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 520  495  24 

預 り 保 証 金 319  283  35 

      

負 債 合 計 5,139 15.0 4,694 14.6 445 

〔 資 本 の 部 〕      

資 本 金 5,398 15.7 5,398 16.8 ― 

資 本 準 備 金 5,379 15.7 5,379 16.7 ― 

利 益 準 備 金 319 0.9 285 0.9 33 

そ の 他 の 剰 余 金 18,125 52.7 16,376 51.0 1,748 

圧 縮 記 帳 準 備 金 27  50  △   23 

配 当 積 立 金 540  490  50 

研 究 開 発 積 立 金 1,080  980  100 

別 途 積 立 金 8,600  8,300  300 

当 期 未 処 分 利 益 7,877 22.9 6,555 20.4 1,322 

（ 当 期 純 利 益 ） (  1,702) (  5.0) (  1,717) (  5.3) (△   15) 

資 本 合 計 29,222 85.0 27,440 85.4 1,782 

負 債 及 び 資 本 合 計 34,362 100.0 32,134 100.0 2,228 
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( 2 )  損益計算書 
(単位 百万円) 

当     期 

自 平成11年4月１日 

至 平成12年3月31日 

前     期 

自 平成10年4月１日 

至 平成11年3月31日 

増 減 額 

( △印減 ) 

期  別 

 

科   目 
金 額 百 分 比 金 額 百分比 金 額 

  ％   ％   

経 常 損 益 の 部      

営 業 損 益 の 部      

売 上 高 24,512 100.0 24,899 100.0 △ 386 

売 上 原 価 14,152 57.7 14,337 57.6 △ 184 

売 上 総 利 益 10,360 42.3 10,562 42.4 △ 201 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,234 29.5 7,320 29.4 △  86 

営 業 利 益 3,126 12.8 3,241 13.0 △ 115 

営 業 外 損 益 の 部      

営 業 外 収 益 (   235) (  1.0) (   227) (  0.9) (     7) 

受 取 利 息 11   35   △  23 

有 価 証 券 利 息 1   ―   1 

受 取 配 当 金 61   81   △  20 

有 価 証 券 売 却 益 0   0   0 

寮 ・ 社 宅 家 賃 収 入 12   8   4 

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ 61   69   △   7 

受 託 開 発 収 入 49   ―   49 

そ の 他 の 営 業 外 収 入 36   32   4 

営 業 外 費 用 (   337) (  1.4) (   269) (  1.1) (    67) 

支 払 利 息 割 引 料 9   11   △   1 

売 上 割 引 126   129   △   3 

有 価 証 券 売 却 損 21   0   21 

有 価 証 券 評 価 損 113   99   13 

受 託 開 発 費 用 48   ―   48 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 18   28   △   9 

経 常 利 益 3,023 12.3 3,198 12.8 △ 175 

特 別 損 益 の 部      

特 別 利 益 (     1) (  0.0) (    19) (  0.1) (△  17) 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ―   19   △  19 

保 険 積 立 金 戻 入 益 1   ―   1 

特 別 損 失 (    37) (  0.2) (    57) (  0.2) (△  19) 

固 定 資 産 除 却 損 19   11   7 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 ―   44   △  44 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 18   ―   18 

リ ー ス 解 約 損 ―   0   △   0 

税 引 前 当 期 純 利 益 2,988 12.2 3,160 12.7 △ 172 

法人税、住民税及び事業税 1,453 5.9 1,443 5.8 10 

法 人 税 等 調 整 額 △ 167 △ 0.7 ― ― △ 167 

当 期 純 利 益 1,702 6.9 1,717 6.9 △  15 

前 期 繰 越 利 益 5,851   4,950   900 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 417   ―   417 

税効果会計適用に伴う圧縮記帳準備金取崩高 19   ―   19 

中 間 配 当 額 102   102   △   0 

中間配当に伴う利益準備金積立額 10   10   △   0 

当 期 未 処 分 利 益 7,877   6,555   1,322 
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( 3 )  利益処分案 
（単位  百万円） 

当      期 

自 平成11年4月１日 

至 平成12年3月31日 

前      期 

自 平成10年4月１日 

至 平成11年3月31日  

増 減 額 

(△印減) 

期      別 

 

科      目 
金 額 金 額 金 額 

    

当 期 未 処 分 利 益 7,877 6,555 1,322 

圧 縮 記 帳 準 備 金 取 崩 高 1 3 △    1 

合 計 7,879 6,558 1,320 

    

 これを次のとおり処分いたします。    

利 益 準 備 金 23 23 0 

利 益 配 当 金 205 205 0 

 １株につき10円 １株につき10円  

 普通 5円 普通 5円  

 記念 5円 記念 5円  

役 員 賞 与 金 （ 取 締 役 ） 31 28 2 

研 究 開 発 積 立 金 100 100 ― 

配 当 積 立 金 50 50 ― 

別 途 積 立 金 300 300 ― 

次 期 繰 越 金 7,168 5,851 1,317 

合 計 7,879 6,558 1,320 

（注）１．平成１１年１２月１０日に１０２百万円（1 株につき 5 円）の中間配当を実施しております。 

２．圧縮記帳準備金取崩高は、租税特別措置法に基づくものであります。 

 

 

１株当たり配当金の内訳 

平成１２年３月期 平成１１年３月期 
 

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

普 通 株 式 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普 通 配 当 10 00 5 00 5 00 10 00 5 00 5 00 

記 念 配 当 5 00 ―  5 00 5 00 ―  5 00 
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( 4 )  重要な会計方針 
［ 重要な会計方針 ］ 

１．有価証券（含投資有価証券）の評価基準および評価方法 

(1) 取引所の相場のある有価証券   移動平均法に基づく低価法（洗替え方式） 

(2) 上 記 以 外 の 有 価 証 券   移動平均法に基づく原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製品、原材料、仕掛品       先入先出法に基づく原価法 

  （一部少量の補助材料については最終仕入原価法） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産          法人税法に規定する定率法 

  (2) 無形固定資産 

①ソフトウェア 
・自社利用ソフトウェア  社内における利用可能期間に基づく定額法 
・製品組込みソフトウエア 見込み販売数量に基づく償却法 
（追加情報） 

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会・会計制

度委員会報告第１２号   平成１１年３月３１日）の経過措置の適用により、従来投資その他の資

産の｢長期前払費用｣に計上しておりました自社利用ソフトウェアおよび流動資産「仕掛品」に計

上しておりました製品組込みソフトウエアについてはいずれも無形固定資産の｢ソフトウェア｣

に科目を変更しております。 
②ソフトウエア以外      法人税法に規定する定額法 

  (3) 長期前払費用          法人税法に規定する均等額償却 

 

４．繰延資産の処理方法 

試験研究費は支出時に全額費用として処理しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に規定する繰入限度（一定率基準）相当額に加え

て、個別の債権について回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、翌期の賞与支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給与引当金 

従業員および役員の退職金支払いに備えるため、次の基準により計上しております。 

①従業員  残高基準 期末自己都合退職金要支給額の 40% 

取崩基準  前期末自己都合要支給額 

繰入基準  残高基準に達する迄の額 

②役 員  残高基準は内規に基づく期末要支給額、取崩基準および繰入基準は従業員に対する基準

と同じ基準で計上しております。 

なお、役員分の引当金は商法第 287 条ノ２に規定する引当金に該当いたします。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の会計処理 

会計処理は税抜方式によっております。 
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［ 追 加 情 報 ］ 

税効果会計の適用 

財務諸表等規則の改正により、当期より税効果会計を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、繰延税金資産（流動資産２９５百万円、固定資産２８９

百万円）が新たに計上され、当期純利益は１６７百万円、当期未処分利益は６０４百万円それぞれ多く計上さ

れております。 

 

 

 

 

［ 注 記 事 項 ］ 

                                                        （当 期）         （前 期） 

（貸借対照表関係） 

１．子会社に対する短期金銭債権・債務                                                              

    金 銭 債 権                                 １４９百万円        ２００百万円 

       金 銭 債 務                                  ９７百万円         ７５百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額          ５，７６１百万円      ５，４６３百万円 

 

３．担保に供されている資産           該当事項はありません。   該当事項はありません。 

 

４．受取手形割引高および裏書譲渡高 

        受取手形割引高                                 ５百万円                     ― 

      受取手形裏書譲渡高                     １，１８０百万円            １，０３７百万円 

 

５．偶発債務                  該当事項はありません。   該当事項はありません。 

 

６．リース固定資産               貸借対照表に計上した固定  貸借対照表に計上した固定 

資産のほか、事務用機器の一  資産のほか、事務用機器の一 

部（電子計算機等）および車  部（電子計算機等）および車 

両についてはリース契約によ  両についてはリース契約によ 

り使用しております。      り使用しております。 

 

７．自己株式の数                              ８３株                       ８７株 

 

 

 

（損益計算書関係） 

  子会社との取引 

        営業取引（売上高）                             ５０９百万円                ５３２百万円 

        営業取引（仕入高等）                          ９５９百万円            １，０６１百万円 

        営業取引以外の取引                              ８９百万円                 ９８百万円 
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                                                        （当 期）          （前 期） 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却 

    累計額相当額及び期末残高相当額 
     取 得 価 額 相 当 額                            工具器具備品      ５４１百万円             ４７０百万円 
                        長期前払費用                  ―               １６６百万円 
                        ソフトウエア    １２７百万円               ― 
                        合 計                 ６６８百万円             ６３７百万円 
 
     減価償却累計額相当額         工具器具備品   ３０４百万円             ２１７百万円 
                        長期前払費用                   ―                 ７８百万円 
                        ソフトウエア    ６８百万円                ― 
                        合 計                ３７３百万円             ２９６百万円 
 
     期 末 残 高 相 当 額                            工具器具備品    ２３６百万円             ２５２百万円 
                       長期前払費用                 ―                ８８百万円 
                       ソフトウエア    ５８百万円               ― 
                       合 計               ２９４百万円             ３４１百万円 

       なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた 

   め、「支払利子込み法」により算定しております。 

当期からソフトウエアについては、「長期前払費用」から｢ソフトウエア｣に変更しております。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

    １ 年 内                                     １２４百万円        １２２百万円 

    １ 年 超                                              １７０百万円                ２１８百万円 

    合 計                                              ２９４百万円               ３４１百万円 

       なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 

   る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

３．当期の支払リース料、減価償却費相当額 

        支 払 リ ー ス 料                                               １３３百万円                １２８百万円 

        減 価 償 却 費 相 当 額                                               １３３百万円                １２８百万円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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                                                        （当 期） 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な内訳 

（流動資産） 

・繰延税金資産 

貸 倒 引 当 金  １百万円

賞 与 引 当 金  １７６百万円

た な 卸 資 産  １１百万円

未 払 事 業 税  ９７百万円

そ の 他  １０百万円

繰 延 税 金 資 産  小 計  ２９６百万円

評 価 性 引 当 額  ―   

繰 延 税 金 資 産  合 計  ２９６百万円

・繰延税金負債  

圧 縮 記 帳 準 備 金  １百万円

繰 延 税 金 負 債  合 計  １百万円

・繰 延 税 金 資 産 の 純 額  ２９５百万円

  

（固定資産）  

・繰延税金資産  

退 職 給 与 引 当 金  ３１百万円

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金  ２１７百万円

減 価 償 却 費  ２９百万円

有 価 証 券 評 価 損  １６百万円

そ の 他  １０百万円

繰 延 税 金 資 産  小 計  ３０６百万円

評 価 性 引 当 額  ―   

繰 延 税 金 資 産  合 計  ３０６百万円

・繰延税金負債  

圧 縮 記 帳 準 備 金  １７百万円

繰 延 税 金 負 債  合 計  １７百万円

・繰 延 税 金 資 産 の 純 額  ２８９百万円
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1 2 . 役 員 の 異 動  

 

 

 

１.代表者の異動 

 

  該当事項はありません｡ 

 

 

２.その他の役員の異動(平成１２年６月２９日付予定) 

 

※( )内は現職 

(１)新任取締役候補                  

 

取 締 役  羽 田 野  進  (生産本部長) 

 

 

(２)新任監査役候補                  

 

常勤監査役 春 日 井  孝  (代表取締役副社長) 

監査役(非常勤)  坂 浦 正 輝  (愛知公認会計士共同事務所) 

 

 

(３)退任予定取締役                  

 

春 日 井  孝 (代表取締役副社長) 

大  澤  一  夫 (非常勤取締役) 

 

 

(４)退任予定監査役                  

 

村 上 十 三 男 (常勤監査役) 

丸 川 武 志 (非常勤監査役) 

 

以  上 
 


